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日 時：平成２１年１２月７日（月） 午後６時 

場 所：役場２階 庁議室 

 

 

福島町町民課福祉グループ 

 

 



会 議 次 第 

 

 

１．開 会 

 

 

２．あいさつ 

 

 

３．議 案 

第１号 平成２１年度福島町国民健康保険特別会計補正予算（第２号） 

について 

 

 

４．報 告 

第１号 平成２１年度の上半期における医療費の動向について 

 

 

５．その他 

 （１）国民健康保険税の限度額の引き上げに関する情報について 

 

 

６．閉 会 

 



１ 

 

議案第１号 

 

平成２１年度福島町国民健康特別会計補正予算（第２号）について 

 

平成２１年度国民健康保険特別会計予算について、定例会１２月会議におい

て次のとおり補正予算（第２号）を提案するものであります。 

 

 

１．補正の主な内容について 

歳出において、国民健康保険料の収納率向上対策事業に要する経費を増額措

置するものであります。 

歳入においては、収納率向上対策事業に対して、北海道特別調整交付金が交

付されることから予算を増額するものであります。 

 

 

２．補正予算の額について 

 

（１）歳出の補正内容について 

（ア）国民健康保険運営協議会委員報酬の増額について 

国民健康保険運営協議会委員報酬において、委員が国保連合会の表彰

対象となり報酬に不足が生じましたので、増額補正するものであります。 

 

【運営協議会費】                 （単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

【補正額の内訳】                 （単位：円） 

区分 回数 単価 予算額 

補正後 ２９回 3,000 87,000 

補正前 ２７回 3,000 81,000 

増 減 ２回 3,000 6,000 

 

科目 補正前の額 補正額 補正後の額 

報 酬 81 6 87 

旅 費 27  27 

計 108 6 114 



２ 

 

（イ）収納率向上対策等に要する経費の増額について 

国民健康保険料の収納率向上対策及び医療費適正化対策を講じるた

め必要経費を予算措置するものであります。 

 

【賦課徴収費】                                 （単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【補正額の内訳】                （単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

科目 補正前の額 補正額 補正後の額 

職員手当等 400  400 

旅 費 154  154 

需用費 84 461 545 

役務費 236  236 

委託料 713 315 1,028 

計 1,587 776 2,363 

科目 予算額 内  訳 

需用費 461 

〔消耗品費〕 

○公用車啓発マグネットシール 

＠5,300円×16枚×1.05＝89,040円 

○届出遅延防止啓発ティッシュ 

＠18円×5,000個×1.05＝94,500円 

○短期証印刷トナー 

＠18,900円×8個＝151,200 円 

 

〔印刷製本費〕 

○未納お知らせはがき（圧着） 

＠12円×10,000枚×1.05＝126,000円 

 

委託料 315 

〔電子計算機システム変更委託料〕 

○督促状出力プログラム作成委託料 

＠315,000円×1式＝315,000 円 

合計 776 
 



３ 

 

（２）歳入の補正内容について 

（ア）道特別調整交付金の増額について 

収納率向上対策に要する経費に対して、限度額を上限に１０分の１０

の割合で道特別調整交付金が財源措置されることから、特別調整交付金

を増額補正するものであります。 

 

【道財政調整交付金】               （単位：千円） 

科目 補正前の額 補正額 補正後の額 

普通調整交付金 37,500 0 37,500 

特別調整交付金 2,157 665 2,822 

計 39,657 665 40,322 

 

 

（イ）繰入金の増額について 

収納率向上対策に要する経費に対して、道特別調整交付金の交付限度

額を超える額が町の負担分となり、一般会計から繰り入れ措置するため

繰入金を増額補正するものであります。 

 

【一般会計繰入金】               （単位：千円） 

 

 

  

科目 補正前の額 補正額 補正後の額 

人件費繰入金 81 6 87 

出産育児一時繰入金 2,613  2,613 

国保財政安定化支援繰入金 17,545  17,545 

事務費繰入金 4,192 111 4,303 

その他一般会計繰入金 1,700  1,700 

計 26,131 117 26,248 



４ 

 

３．補正予算の科目別総括表について 

 

【歳入】                        （単位：千円） 

科目（款） 現予算額 補正額 補正後額 

国民健康保険税 171,109  171,109 

使用料及び手数料 140  140 

国庫支出金 226,091  226,091 

療養給付費交付金 54,828  54,828 

前期高齢者交付金 160,085  160,085 

道支出金 48,439 665 49,104 

共同事業交付金 122,070  122,070 

繰入金 64,196 117 64,313 

繰越金 129,190  129,190 

諸収入 13,577  13,577 

合 計 989,725 782 990,507 

 

 

【歳出】                         （単位：千円） 

 

 

  

科目（款） 現予算額 補正額 補正後額 

総務費 6,573 782 7,355 

保険給付費 644,463  644,463 

後期高齢者支援金等 88,029  88,029 

前期高齢者納付金等 281  281 

老人保健拠出金 10  10 

介護納付金 39,107  39,107 

共同事業拠出金 137,531  137,531 

保険事業費 5,961  5,961 

諸支出金 65,070  65,070 

前年度繰上充用金 0  0 

予備費 2,700  2,700 

合 計 989,725 782 990,507 



５ 

 

報告第１号 

 

平成２１年度の上半期における医療費の動向について 

 

１．平成２１年度の医療費の支払状況について 

平成２１年度の４月から１０月までにおける医療費の支払状況は、総額で２

億７，３０１万円となっており、月平均では４，５５０万円となっております。 

内訳では、一般被保険者の医療費が、２億２，９０９万円で全体の８４％を

占めており、退職被保険者が６％、高額療養費が１０％となっています。 

 

〔４月～１０月までの医療費の状況〕            （単位：円） 

区  分 医 療 費 
合 計 

支払月 診療月 一 般 退職分 高額分 

４ ２ 130,388  5,332,642 5,463,030 

５ ３ 41,149,865 1,831,402 5,524,633 48,505,900 

６ ４ 42,541,093 1,996,613 4,735,310 49,273,016 

７ ５ 35,999,760 2,000,720 4,186,994 42,187,474 

８ ６ 36,950,978 2,453,028 3,987,343 43,391,349 

９ ７ 36,695,313 1,978,071 3,631,644 42,305,028 

１０ ８ 35,623,510 6,263,222  41,886,732 

合 計 229,090,907 16,523,056 27,398,566 273,012,529 

平 均 38,181,817 2,753,841 4,566,427 45,502,088 

※平均は６ヶ月で除した数字となっている。 

 

 

一般被保険者分

84%

退職被保険者分

6%

高額療養費分

10%

医療費



６ 

 

２．前年度との比較について 

医療費の今年度と前年度の状況を見ると、１０月支払月を除いて総ての月に

おいて前年度を下回って減少しております。 

前年度に比べて、３，５４５万円の減額となっており、１１．５％の減少率

となっております。また、月平均でも５９０万円の減少となっています。 

 

〔平成２１年度と平成２０年度との比較〕         （単位：円） 

区  分 医 療 費 

支払月 診療月 Ｈ２１ Ｈ２０ 増減 

４ ２ 5,463,030 5,899,350 △437,320 

５ ３ 48,505,900 53,466,772 △4,960,872 

６ ４ 49,273,016 50,828,679 △1,555,663 

７ ５ 42,187,474 56,332,965 △14,145,491 

８ ６ 43,391,349 51,906,105 △8,514,756 

９ ７ 42,305,028 49,065,797 △6,760,769 

１０ ８ 41,886,732 40,969,236 917,496 

合 計 273,012,529 308,468,904 △35,456,375 

平 均 45,502,088 51,411,484 △5,909,395 

※平均は６ヶ月で除した数字となっている。 
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７ 

 

３．過去５か年の医療費の推移について 

過去５か年の医療費の推移を見ると、平成２０年度の医療費が一番高くなっ

ております。 

今年の状況を見ますと平成１７年度当時の水準まで下がっておりますが、最

近５か年で一番低かった平成１８年に比べるとまだ高い水準となっておりま

す。 

 

〔過去５か年の医療費の推移〕  （単位：円） 

年度 医療費支払額 増減 

Ｈ１７ 280,045,159  －  

Ｈ１８ 234,378,762  △45,666,397  

Ｈ１９ 293,263,324  58,884,562  

Ｈ２０ 308,468,904  15,205,580  

Ｈ２１ 273,012,529  △35,456,375  

平均 277,833,735   
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８ 

 

４．医療費で高額被保険者（１００万円）の状況について 

平成２１年３月診療から９月診療までの期間に、１００万以上の高額な医療

費の支払いがあった被保険者の数は、３８人で９，３６９万円となっており、

医療費全体に占める割合は３４．３％に達しております。 

また、毎年の上位を占める病名は、慢性腎不全や癌などとなっています。 

 

〔過去５か年の医療費の推移〕  （単位：円） 

年度 該当者 費用額 

Ｈ１９ ３２人 83,205,523 

Ｈ２０ ４６人 135,537,210 

Ｈ２１ ３８人 93,699,450 
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Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ 

金額 病 名 金額 病 名 金額 病 名 

１ 7,825 慢性腎不全 24,318 慢性腎不全 5,301 慢性腎不全 

２ 6,299 ｽﾃｨｯｸﾗｰ症候群 6,665 ｽﾃｨｯｸﾗｰ症候群 4,770 ｽﾃｨｯｸﾗｰ症候群 

３ 5,293 慢性腎不全 6,117 直腸癌 4,697 慢性腎不全 

４ 4,432 右内頚動脈狭窄症 5,725 慢性腎不全 4,406 慢性腎不全 

５ 4,372 多発性脳梗塞 4,865 慢性腎不全 3,868 右脳梗塞 

（単位：千円） 



９ 

 

５．その他の事項 

 

国民健康保険税の限度額の引き上げに関する情報について 

 

厚生労働省は、平成２２年度から制度改正を視野に、国民健康保険税の課税

限度額（基礎＋後期）の引き上げを検討しております。 

現在の課税限度額を５９万円から４万円引き上げて６３万円とし、基礎課税

額を３万円引き上げ５０万円に、後期高齢者支援金賦課課税額を１万円引き上

げて１３万円とする内容となっています。 

目的といたしましては、被保険者の低所得化による中間所得層への急激な負

担のしわ寄せを緩和する狙いがあります。 

また、保険税の応益割合が４５～５５％未満でなければ、応益割の７・５・

２割軽減が適用されない規定を見直し、応益割合に関わらず７・５・２割軽減

がとれるようにして低所得者への負担軽減を図ることも併せて検討しており

ます。 

 

区  分 現行 引上案 引上額 

基 礎 医 療 分 ４７万円 ５０万円 ３万円 

後期高齢者支援金分 １２万円 １３万円 １万円 

介 護 納 付 金 分  １０万円 １０万円 据え置き 

合  計 ６９万円 ７３万円 ４万円 

 

〔国の限度額の推移〕 

区 分 基 礎 後 期 介 護 

平成 元年４月 

３年４月 

４年４月 

５年４月 

７年４月 

９年４月 

１２年４月 

１５年４月 

１８年４月 

１９年４月 

２０年４月 

２１年４月 

４２万円 

４４万円 

４６万円 

５０万円 

５２万円 

５３万円 

 

 

 

５６万円 

４７万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２万円 

 

 

 

 

 

 

 ７万円 

 ８万円 

 ９万円 

 

 

１０万円 

２２年４月 ５０万円？ １３万円？  

 


